
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

社会福祉協議会の自主運営に向けての組織のあり方、各種事業の見直しについて、引き続き検討していく。

社会福祉協議会補助金については、今後も引き続き自主運
営に向け組織のあり方、福祉ニーズにあった各種事業の見直
しを図っていくことが求められている

・つくば市社会福祉事業費補助金交付要綱の規定に基づき、
　社会福祉法人の中核的団体である社会福祉協議会に職員人
　件費として補助金を交付する。
・電話相談を通じて自殺予防のための活動を行っている茨城
　いのちの電話には、相談員育成として補助金を交付する。

社会福祉協議会が実施する各種事業が安定・充実し、地域福
祉活動の活性化が図られた。

・つくば市社会福祉協議会職員の人件費及び茨城いのちの電
　話に対する相談員育成のための研修費に対し補助金を交付
　する。
・自主運営に向けての組織のあり方、各種事業の見直しにつ
いて協議を行う。

・自主運営に向けての組織のあり方、各種事業の見直しにつ
いて関係各課と協議を行った。
・つくば市社会福祉協議会補助金 154,502,647円
・茨城いのちの電話補助金　100,000円

継続

社会福祉協議会その他の社会福祉団体助成

補助金（直接）

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　地域におけるきめ細かな福祉活動の支援を行うことで地域
福祉の充実を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

196

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

既存事業



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

つくば市社会福祉協議会補助金  131,535,000円

     160,739      132,939

維持

3

4

2

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

他の事業に優先して進める必要がある。

         0.20          0.20

        20.00         19.00

無 無

       1,462        1,404

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

     159,277      131,535            0            0

     159,277      131,535            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

各事業の委託先でもある社会福祉協議会との協議を行い、利用者からの聞き取り等により、多様化する地域住民のニーズ
を把握し柔軟に対応していく。ボランティアセンターおよび福祉教育の充実を図る。

各事業において、多様化する地域住民のニーズに柔軟に対応
していくことが要求されている。

・以下を社会福祉協議会に委託
　住民参加型福祉サービス拡大事業
　福祉教育推進・ボランティア育成事業
　福祉相談事業

①支援を必要とする人が適切なサービスを受けることができ
るような事業が展開された。②ボランティアセンターの運営
及びボランティア育成・支援研修事業を実施し、ボランティ
アへの理解と福祉の心を育むことができた。③専門員による
相談事業を実施し、問題解決へ適切な対応ができた。

・以下、実施
　住民参加型福祉サ-ビス拡大事業
　ボランティアセンター管理運営事業
　福祉相談事業

住民参加型福祉サ-ビス事業
利用件数　471件
ボランティア育成・支援事業
登録団体　186団体、登録人数　6,900人、相談件数　601件
福祉相談事業
福祉相談実施回数　36回、相談件数　152件
財産相続相談実施回数　12回、相談件数　29件
子育て・子どもの悩み相談実施回数　18回、相談件数　30件

継続

地域福祉推進事業

全て委託

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

       166.0

         0.0

       170.0

         0.0

       176.0

         0.0

       183.0

         0.0

       188.0

         0.0

       186.0

         0.0

         0.0

         0.0

地域福祉計画（第３期）

　つくば市地域福祉計画に基づき、地域福祉推進事業を実施
し、市民主体のつくばらしい健康で健全な福祉のまちづくり
を進める。

ボランティア登録団体数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       170.0

         0.0

       170.0

         0.0

       175.0

         0.0

       180.0

         0.0

       185.0

         0.0

       186.0

         0.0

       195.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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活動指標
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団体



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

地域福祉推進事業委託料　　14,960,000円
（内訳）ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成：10,598,000円、住民参加型在宅福祉ｻｰﾋﾞｽ：2,456,000円、福祉相談：1,906,000円

      10,428       13,936

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.10

        10.00         10.00

無 無

         731          704

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       9,697       13,232            0            0

       9,697       13,232            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・県内都市福祉事務所長が相互に情報交換を行い、所管業務
　の課題を解決するため研修会を実施する。（年２回）

福祉事務所所管事業の情報共有や課題の抽出、他市の対応に
ついて確認ができた。

・年度内に２回開催される県内都市福祉事務所長研修会に出
　席し、相互に情報交換をし、所管業務の課題について検討
　する。

県内都市福祉事務所長研修会に年間2回出席して、相互に情
報交換を行い、所管業務の課題について検討した。

継続

茨城県都市福祉事務所長会事務

職員のみ

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　福祉事務所所管業務の課題を県内広域的に解決できる体制
づくりを構築する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

198
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社会福祉係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

特別旅費　県都市福祉事務所長会議　 　12,000円×１人×１回＝12,000円
県都市福祉事務所長会議負担金　10,000円

         746          388

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.05

        10.00          5.00

無 無

         731          366

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          15           22            0            0

          15           22            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

行旅に困窮し、移動が困難な者に対して原則、交通費、弁当
代をそれぞれ1,000円と500円を限度として現金を給付する。
医療機関を受診した者に対しては、医療費を現物給付する。

申請者の希望に応じ、行旅困窮者の救済ができた。

　法令に基づく援護が受けられない行旅困窮者が発生した際
には自立支援を継続していく。

交通費（3件）、弁当代（1件）を支給した。
（対象者：3名）

継続

法外援護事務

職員のみ

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         8.0

         0.0

         2.0

         0.0

         3.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

　法令に基づく援護が受けられない行旅困窮者に対して、人
道的支援を行うことで窮状を救う。

行旅に困窮し、移動が困難な者に対して支給を行った件数

交通費、弁当代の支給件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

199

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

医療費：30,000円×２人
交通費： 1,000円×35人
弁当代：　 500円×10人

         734          417

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.05

        10.00          0.00

無 無

         731          353

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           3           64            0            0

           3           64            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・社会福祉行政の実態を把握するため、福祉行政報告例（統
　計法等）により定められた各報告事項の業務報告や社会福
　祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査、国民生
　活基礎調査を県の委託により実施する。

遅延なく国民生活基礎調査を実施できた。

国民生活基礎調査の実施。 国民生活基礎調査の実施。

継続

各種社会福祉統計事業

一部委託

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

統計法、国民生活基礎調査規則

　厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案に必要
な基礎資料を得る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

200

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

           0          366

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.00          0.05

         0.00          5.00

無 無

           0          366

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           4           28            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          -4          -28            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・H28年度からは、つくば市地域福祉計画（第３期）の計画
　期間であるため、H28年度からH32年度までの５年間の各種
　施策の進捗状況を管理する。
・H28年３月地域福祉計画（第３期）策定
・H30年度中間評価
・H32年度最終評価

次期計画（第４期）策定に向け、策定委員の選出することが
できた。

・来年度に次期計画を策定するため、中間評価を踏まえて施
　策等の検討を行う。
・次期計画（第４期）策定向け策定委員の策定を行う。

次期計画（第４期）策定に向け、策定委員の選出を行った。

継続

地域福祉計画進行管理

職員のみ

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         0.0

         0.0

       107.0

         0.0

       107.0

         0.0

       107.0

         0.0

       107.0

         0.0

       107.0

         0.0

         0.0

         0.0

平成28年度～令和 2年度

茨城県地域福祉支援計画

　つくば市地域福祉計画の進捗状況を管理し、市民主体のつ
くばらしい健康で健全な福祉のまちづくりを推進する。

地域福祉計画事業の進捗状況報告数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

       100.0

         0.0

任意的事務

□

■

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

201

成果指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

地域福祉計画策定委員謝礼　8,000円×15名×５回
地域福祉計画策定支援業務委託　500,000円

         706        1,840

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.25

         0.00         30.00

無 無

         706        1,840

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0        1,201          600

           0            0        1,201          600

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・市長が任命した学識経験者及び市職員30人以内で組織され
　たつくば市社会福祉審議会が、社会福祉に関する重要な事
　項を調査審議し、市長の諮問に対して答申を行う。

・審議案件が生じた場合は審議会を開催する。

継続

社会福祉審議会事務

職員のみ

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市長の諮問に応じ、社会福祉に関する重要な事項を調査審
議するとともに社会福祉行政の円滑な推進を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

202

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

         706            0

休止

1

4

2

2

ニーズはほとんどない、又は不明である。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.00

         0.00          0.00

無 無

         706            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

県支部と連携を図り、社資募集の協力依頼を継続していく。

活動資金となる一般社資、法人社資の寄付集めが困難となっ
てきている。

・火災及び床上浸水等の被災者に対し、日本赤十字茨城県支
　部つくば市地区小災害見舞金等支給要項の規定に基づき、
　被害の程度により、見舞金を支給すると共に救援物資を支
　給する。

日本赤十字社の円滑な活動に寄与した。
被災者に災害見舞金を支給することで、自立の助長が図られ
た。

・日本赤十字社の活動資金である一般社資及び特別社資の募
　集事務を行う。
・火災等の被災者に対し、被害の程度により見舞金を支給す
　る共に救援物資を支給する。

一般社資：505件　14,628,556円　（799,659円減）
募集時期：５月
法人社資：93件　 1,214,239円　（431,034円減）
募集時期：７月
災害見舞金：3件　90,000円
救援物資：布団セット ６組、日用品セット １組、
タオルケット ６枚
 （対象者：３世帯）

継続

日本赤十字社つくば市地区事務

職員のみ

01-030101-11 社会福祉推進に要する経費

         5.0

         0.0

         2.0

         0.0

         5.0

         0.0

         8.0

         0.0

         5.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

　災害被災者に見舞金や救援物資を支給し、被災者の自立の
助長と保護を図るため。

見舞金支給件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

203

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       1,462        1,431

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

        20.00         30.00

無 無

       1,462        1,431

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

区会等に協力を仰ぎながら後任候補者の擁立に努める。

後任候補者の擁立が難しくなってきている

・市町村の議会議員、民生委員、教育関係者など14名の委員
　で組織し、民生委員に欠員が生じたとき、又は一斉改選時
　に民生委員児童委員及び主任児童委員として適正な人材を
　県に推薦するため、選考を行う。

３年に一度の一斉改選の民生委員の推薦ができた。
年度途中で退任した民生委員の補充を行うことができた。

※３年に一度の一斉改選
　８月　推薦会を開催
　　　　全地区の民生委員児童委員の候補者の推薦を行う。
　　　　民生委員児童委員に欠員が生じた場合には、県の審
　　　　議会開催に合わせて推薦会を開催し、候補者を推薦
　　　　する。

推薦会開催日
　 8月 8日　265名推薦
　12月23日　 11名推薦

継続

民生委員推薦会事務

職員のみ

01-030101-12 民生委員推薦会に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         3.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

民生委員法

　民生委員推薦会は、市長の諮問に応じ、民生委員児童委員
及び主任児童委員候補者の適性を審議し、民生委員・児童委
員及び主任児童委員として、資質の高い人材を確保する。

推薦会開催件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

■

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

204

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委員報酬　7,100円×11名×4回＝312,400円
費用弁償　2,000円×11名×4回＝88,000円

       1,692          886

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.20          0.10

        20.00         10.00

無 無

       1,462          731

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

          25           36           41           41

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         205          119          360          360

         230          155          401          401

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・定例会では、行政担当者を講師として、生活保護制度、児
　童母子福祉、障害福祉、高齢福祉等、福祉全般に関する行
　政手続を研修し、民生委員児童委員及び主任児童委員とし
　ての資質向上に努める。
・支部別研修・事項別研修・視察研修を通し、福祉施設の現
　状視察や各々の事例検討を行い、民生委員児童委員及び主
　任児童委員としての資質向上に努める。

・単位民生委員児童委員協議会
　各地区月１回定例会開催
・民生委員連絡協議会
　４月　総会
　６～10月　研修
　３月　理事会

継続

民生委員児童委員協議会調整事務

補助金（直接）

01-030101-13 民生委員活動に要する経費

     5,996.0

         0.0

     5,406.0

         0.0

     5,640.0

         0.0

     6,778.0

         0.0

     7,528.0

         0.0

     6,490.0

         0.0

         0.0

         0.0

　各地区民生委員児童委員協議会の定例会及び事項別研修・
視察研修を企画立案し、各民生委員児童委員及び主任児童委
員の資質向上を図り、安心で安全なまちづくりを実施し、地
域福祉を推進する。

民生委員が受けた相談件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

205

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      33,056            0

         0.40          0.00

        40.00          0.00

無 無

       2,923            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      30,133            0            0            0

      30,133            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・行旅病人の生活・養護についての相談指導、必要な援護措
　置縁故者の調査
・行旅死亡人の葬祭執行、遺骨の保管、縁故者の捜査、慰留
　金品の保管処分その他必要な調査及び同伴者（行旅病人又
　は行旅死亡人に同伴し、救護を必要としている者）の救護
・告示、官報への掲載

法律の定めるところにより、適切に行旅死病人を取り扱うこ
とができた

・行旅死病人等が発生した際には、法律の定めるところによ
　り、適切に行旅死病人を取り扱う。

行旅死亡人の火葬及び納骨　4件

継続

行旅死病人等取扱事務

職員のみ

01-030101-14 行旅死病人取扱いに要する経費

         4.0

         0.0

         4.0

         0.0

         1.0

         0.0

         4.0

         0.0

         3.0

         0.0

         4.0

         0.0

         0.0

         0.0

行旅病人及行旅死亡人取扱法

　引取人がなく火葬等を行うものがいない行旅死亡人につい
て、行旅病人及行旅死亡人取扱法、墓地埋葬等に関する法律
に基づき、行旅死亡人について火葬・埋葬を市が行い、人道
的支援を行う。
　また、行旅病人の救護についても市が行う。

行旅死病人発生件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

206

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

行旅死病人納骨謝礼（御布施）　　60,000円×3体＝180,000円
官報広告料　　20,000円×3回＝60,000円
死体検案料　　50,000円×3体＝150,000円
行旅死亡人処置委託料 169,600円／体×3体×1.10＝559,680円
遺体保管料 5，000円×5日＝25,000円
納骨堂管理委託料　　10,000円／年
火葬料　市内　 5,000円×2回＝10,000円
　　　　市外　50,000円×1回＝50,000円

       2,131          676

1

4

3

-

ニーズはほとんどない、又は不明である。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.20          0.05

        20.00          0.00

無 無

       1,462          353

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         659          323            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          10            0        1,020        1,020

         669          323        1,020        1,020

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

引き続き、式典の在り方などを遺族会と検討する。

引き続き、参加者が減少しているため、参加者を増やしてい
く工夫が必要である。

・つくば市遺族連合会の協力を得ながら、厳粛に、かつ、安
　全に戦没者追悼式を挙行する。

バスルートの変更を行い、コストを削減し効率よく参加者の
送迎ができ、滞りなく追悼式を開催できた。

・戦没者追悼式　10月17日挙行 遺族会役員会等で内容やバスルートの検討を行い、10月17日
に433人が参加し戦没者追悼式を開催した。
遺族会以外の参加者を募るため、市のホームページで募集を
行った。

継続

戦没者追悼式事業

職員のみ

01-030101-15 遺族等援護に要する経費

       505.0

         0.0

       435.0

         0.0

       466.0

         0.0

       418.0

         0.0

       416.0

         0.0

       433.0

         0.0

         0.0

         0.0

　先の大戦において尊い犠牲となられた戦没者及びその遺族
に対し、追悼の意を表するとともに、ご遺族のご労苦に対し
て深い敬意を表し、併せて恒久の平和を祈念するため。

戦没者追悼式参列者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       700.0

         0.0

       700.0

         0.0

       700.0

         0.0

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

       500.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

207

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

【07報償費】　　講師謝礼　30,000円　（30千円）
【10需用費】　  事務用消耗品費（養生テープ、模造紙、油性マーカー、式辞用巻紙）14,795円
　　　　　　　　食糧費　供物：440円×530個×1.10＝256,520円
　　　　　　　　         　   弁当：400円×530個×1.10＝233,200円
　　　　　　　　           　 お茶：100円×530本×1.10＝  58,300円
【11役務費】　 来賓返信用ハガキ代　63円×60名＝3,780円　（4千円）
【12委託料】　 舞台飾り付け委託料　（１式）420,000円×1.10＝462,000円　（462千円）
　　　　　　　（舞台飾り付け造花1,000本、持ち帰り用生花530本、献花用生花100本等）
【13使用料及び賃借料】　（1,474千円） ※行政バス廃止に伴う増
　　つくば市戦没者追悼式送迎バス借り上げ料（16台） 825,000円
　　　　　　     （内訳） 中型：50,000円× 6台×1.10＝330,000円
　　　　　　　　　　　　　小型：45,000円×10台×1.10＝495,000円

       5,280        4,115

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.30

        50.00         30.00

無 無

       3,654        2,193

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,626        1,922            0            0

       1,626        1,922            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

遺族会と協力し、参加を促進するとともに、各地区の慰霊事業を実施する。

参加者数を増やしていく工夫が必要である。

・つくば市遺族連合会に補助金を助成し、６地区の慰霊事業
　に要する経費の一部を助成する。

戦没者の霊を慰めるとともに恒久平和を願い、不戦の誓いを
新たにすることができた。

・各地区遺族会において、靖国神社、護国神社に慰霊巡拝事
　業を実施する。

各地区遺族会において、靖国神社に合計279人慰霊巡拝事業
を実施した。

継続

戦没者慰霊事業補助

補助金（直接）

01-030101-15 遺族等援護に要する経費

       422.0

         0.0

       410.0

         0.0

       272.0

         0.0

       269.0

         0.0

       253.0

         0.0

       279.0

         0.0

         0.0

         0.0

　つくば市遺族連合会に補助金を助成することにより、慰霊
事業の実施を促進する。

慰霊事業参加者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

208

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       1,731        1,000

         0.10          0.00

        10.00          0.00

無 無

         731            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,000        1,000        1,649            0

       1,000        1,000        1,649            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・戦傷病者の妻に対する特別給付金、戦没者の妻に対する特
　別給付金、特別弔慰金などの受付・進達事務及び国債の交
　付等の事務を行う。
・戦傷病者に対しては、無賃乗車券引換券交付等の事務を行
　う。

戦傷病者及び妻・戦没者遺族等に対し、国が行っている様々
な制度の受付や受付等、委任事務を行うことにより、戦傷病
者及び妻・戦没者遺族等の援護をもって福祉の向上を図った

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金不備処理
・戦没者等の妻に対する特別弔慰金請求受付、進達処理
・戦傷病者ＪＲ乗車券申請受付、交付処理

第十回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求受付、進達処
理：申請無し
第二十二回戦没者等の妻に対する特別弔慰金受付、進達処理
件数：申請無し
戦傷病者JR乗車券申請受付、交付処理：1件
戦傷病者の妻に対する特別給付金：申請無し

継続

戦没者遺族等援護事務

職員のみ

01-030101-15 遺族等援護に要する経費

        14.0

         0.0

       906.0

         0.0

       130.0

         0.0

       255.0

         0.0

        36.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

　戦傷病者及び妻・戦没者遺族等に対し、国が行っている様
々な制度の受付、案内や委任事務を行うことにより、戦傷病
者及び妻・戦没者遺族等の援護をもって福祉の向上を図る。

戦傷病者戦没者遺族等への申達受付・交付件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

209

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

         706          706

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.10

         0.00          0.00

無 無

         706          706

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　効果的に周知し、事後申請とならないよう改善する。

　定款の変更は、所轄庁の認可を受けなければその効力を生
じないことから、申請が事後とならないよう周知する。

・社会福祉法の規定による各種申請の上、法令の規定に違反
　していないかを審査し認可を行う。

　社会福祉法人の設立認可については、認可審査委員会での
審査のもと、社会福祉事業の主たる担い手として、適正な法
人を認可した。

・市ホームページでの周知
・説明会での周知
・一般指導監査での指導

・社会福祉法人設立認可２件
・定款変更認可申請４件
・定款変更届３件

継続

社会福祉法人の設立・認可事務

職員のみ

01-030101-17 福祉監査に要する経費

        15.0

         0.0

        11.0

         0.0

        36.0

         0.0

         6.0

         0.0

         7.0

         0.0

         9.0

         0.0

         0.0

         0.0

社会福祉法

　社会福祉法人については、社会福祉法の規定に基づき、設
立認可及び定款変更の認可等を行い、地域福祉拠点としての
公共性を維持する。

社会福祉法人設立認可、定款変更数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        24.0

         0.0

        15.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

210

活動指標

保健福祉部社会福祉課

福祉監査係

件

既存事業



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       2,243        2,183

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.30          0.30

        50.00         60.00

有 有

       2,243        2,183

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

指導監査時の重点確認事項等を定め、効率性を向上させる。また、提出文書等を削減し、事業所等の負担軽減を図る。

事業所等が年々増加傾向にある中、指導監査の精度を向上さ
せながら、効率的・効果的な指導監査の実施を図る。

・社会福祉法及び関係法令等の規定、市指導監査方針及び実
　施計画に基づき、法人に検査調書等の提出を求め、実地に
　よる指導監査を行う。

法令等に定められた遵守すべき事項について、運営実態の確
認を行うことによって、適正かつ健全な運営の確保を図る
ことができた。

・一般指導監査計画法人・施設数
　社会福祉法人10法人、特別養護老人ホーム４施設
　公立保育所22施設、小規模保育所５施設
　認可外保育施設32施設、介護保険施設37施設
　障害者支援施設９施設、有料老人ホーム２施設
　サービス付き高齢者向け住宅５件（合計126法人・施設）
・上記以外の法人・施設への指導等
　市ホームページでの一般指導監査状況の公表
　各法人等による自己点検の依頼

・一般指導監査計画法人・施設数
　社会福祉法人10法人、特別養護老人ホーム４施設
　公立保育所22施設、小規模保育所８施設
　認可外保育施設47施設、介護保険施設35施設
　障害者支援施設９施設、有料老人ホーム２施設
　サービス付き高齢者向け住宅５件（合計142法人・施設）
・上記以外の法人・施設への指導等
　市ホームページでの一般指導監査状況の公表
　各法人等による自己点検の依頼

継続

社会福祉法人等の監査事務

職員のみ

01-030101-17 福祉監査に要する経費

       117.0

         0.0

       125.0

         0.0

       112.0

         0.0

       113.0

         0.0

       144.0

         0.0

       142.0

         0.0

         0.0

         0.0

社会福祉法　他

　社会福祉法人等が関係法令、通知等を遵守し、入所者等に
対する適切な処遇並びに適正な法人、施設及び事業所運営を
行っているか否かについて個別的に明らかにするとともに、
積極的に助言又は指導を行い、入所者等の支援の向上及び運
営の適正化を図るため。

指導監査対象法人・施設数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       117.0

         0.0

       140.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

211

活動指標

保健福祉部社会福祉課

福祉監査係

施設

既存事業



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：24,000円
需用費：72,000円
委託料：99,000円

      12,653       12,792

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.70          1.70

       193.00        440.00

有 有

      12,476       12,615

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         177          177          195            0

         177          177          195            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・東日本大震災及び竜巻により被災した住宅の復旧に要する
　資金を金融機関から借り入れた場合、借り入れに係る利子
　の補給を行う。

被災者の自立の助長と保護が図られた

・利子補給金支給申請者に利子補給金を支給する。 被災住宅復興資金利子補給金支給
東日本大震災：16件
竜巻災害：4件

継続

被災住宅復興支援事業

職員のみ

01-030401-11 災害救助に要する経費

        32.0

         0.0

        32.0

         0.0

        27.0

         0.0

        25.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

災害弔慰金の支給等に関する法律

　被災住宅の復興資金の融資返済に係る利子補給金を支給す
ることにより、被災者の自立の助長を図る。

東日本大震災、竜巻災害により被災した住宅復旧に要する貸付利子の補給件数

利子補給支給件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

218

成果指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       3,446        2,049

維持

4

4

3

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.10

        30.00         10.00

無 無

       2,193          731

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         455            0            0            0

         243            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         555        1,318        1,340        1,340

       1,253        1,318        1,340        1,340

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・火災及び床上浸水等の被災者に対し、被害の程度や世帯員
　数により見舞金を支給する。

被災者の自立の助長と保護が図られた

・火災及び床上浸水等の被災者に対し、被害の程度や世帯員
　数により見舞金を支給する。

災害見舞金支給件数
3件
120,000円

継続

つくば市災害見舞金支給事業

職員のみ

01-030401-11 災害救助に要する経費

         5.0

         0.0

         2.0

         0.0

         4.0

         0.0

         7.0

         0.0

         5.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

　災害被災者に見舞金を支給することにより、被災者の自立
の助長と保護を図る。

見舞金支給件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

219

活動指標

保健福祉部社会福祉課

社会福祉係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

小規模災害による見舞金（全焼・全壊）　　50,000円×6件＝300,000円

       2,333          851

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.10

        30.00         10.00

無 無

       2,193          731

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         140          120          300          300

         140          120          300          300

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

当該事業おいては事業を法人委託により体制整備を図る。

就労支援相談員を募集したが、応募が少なく適任者の確保に
至らなかったため相談支援員の負担は軽減されないままとな
った。

・自立相談支援事業
　生活困窮者に対する専門の相談窓口を設置し、具体的な支
　援プランを作成し自立に向けた支援を実施する。
・住居確保給付金の支給
　離職により住居を失った又は、そのおそれが高い生活困窮
　者に対して、有期で家賃相当額を支給する。

※R１年度から生活保護関連事業を統合

就労または増収となる方の目標値（相談者の75％）には届か
なかったが、支援を必要とする方への個々の対応は十分にで
きた。

・経済的な困窮により最低限度の生活を維持できなくなる恐
　れのある方に対して、専門の相談窓口で相談を受け付け、
　必要とする制度に繋ぐ。
・自立に向けて、就労支援プランの作成、住宅確保給付金の
　支給、継続的な支援を行う。

・新規相談受付件数　70件
・就労支援対象者20名中、11人が就労（就労者の割合55％）
・住居確保給付金支給対象者 21人 支給額 2,363千円

統合

生活困窮者自立支援事業

職員のみ

01-030301-12 生活困窮者自立支援事業に要する経費

        22.0

         0.0

         7.0

         0.0

        47.0

         0.0

        76.0

         0.0

        70.0

         0.0

        55.0

         0.0

         0.0

         0.0

生活困窮者自立支援法

　生活保護を受給する一歩手前の段階で相談支援、経済的援
助を講じることにより、生活困窮者の自立を促進する。

H28年度から指標変更

就労支援対象者の就労・増収者率

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        15.0

         0.0

        20.0

         0.0

        42.0

         0.0

        70.0

         0.0

        75.0

         0.0

        75.0

         0.0

        75.0

         0.0

法定事務

Ⅰ 1 4 生活困窮者福祉の推進

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

217

活動指標

38

保健福祉部社会福祉課

保護係

％

既存事業



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

積算根拠
08　旅費：3千円
10　需用費：7千円
12　委託料：13,832千円
積算根拠
19　扶助費：2,892千円　◎国庫負担 3/4 →2,169千円
22　償還金利子及び割引料：1千円 生活困窮者自立支援事業費等国庫負担金に係る超過交付額返還金

      12,322       11,013

拡充

3

2

1

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画から遅れている。（未達成）

民間等への移管を検討する必要がある。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

       100.00        100.00

有 有

       3,778        3,639

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和２年度よりつくば市社会福祉協議会へ事業を委託する。これまでの必須事業である自立相談支
援事業、住居確保給付金制度に加えて任意事業である就労準備支援事業、家計相談支援事業を開始
し支援体制を充実させる。

       6,414        5,774       10,574            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,130        1,600        6,161            0

       8,544        7,374       16,735            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

健康管理支援事業により被保護世帯に対し継続的に健康支援を実施し医療扶助費の適正化を図る。

被保護世帯数の増加に伴い扶助費は増加しているが、特に
医療扶助費の増加が著しい。

・国からの法定受託事務として、要保護者の困窮の程度に応
　じ、生活扶助、医療扶助、介護扶助等必要な費用を給付し
　て自立を助長する。

※R１年度から生活保護関連事業を複数統合

・生活困窮に関する相談
・生活保護申請、受付、審査を経て生活保護の支給決定
（開始）

・対象世帯への訪問及び援助
・各種扶助（生活、住宅、教育、医療、介護、出産、生業、
　葬祭、施設事務費、就労自立給付金、進学準備給付金）
　の費用を支給する。

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
生活扶助費　575,663　  　住宅扶助費　  226,530
教育扶助費　  3,267　　　医療扶助費　1,216,981
介護扶助費　 86,704　　  出産扶助費　      469
生業扶助費　  1,864　　　葬祭扶助費　　  7,108
施設事務費　　6,226　　　就労自立給付金 　　85
進学準備給付金　200

統合

生活保護事業

職員のみ

01-030301-11 生活保護対策に要する経費

       181.0

       810.0

       147.0

       832.0

       150.0

       850.0

       170.0

       889.0

       148.0

       903.0

       180.0

       927.0

         0.0

         0.0

生活保護法

　生活困窮者に対して必要な保護を行い、健康で文化的な生
活を保障するとともに、その自立を助長する。

生活保護申請者数

生活保護受給世帯数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

Ⅰ 1 4 生活困窮者福祉の推進

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

017

活動指標

活動指標

保健福祉部社会福祉課

保護係

人

世帯



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬：4,024千円　職員手当等：211千円　共済費：597千円　旅費：563千円　需用費：893千円
役務費：4,422千円　委託料：10,184千円　使用料及び賃借料：4,624千円
扶助費：2,104,919千円　　◎国庫負担３／４
①生活扶助費：576,722千円  ②住宅扶助費：276,689千円　③教育扶助費：5,515千円
④医療扶助費：1,147,179千円　⑤介護扶助費：83,424千円　⑥出産扶助費：590千円
⑦生業扶助費：2,594千円　⑧葬祭扶助費：3,841千円　⑨施設事務費：6,879千円
⑩就労自立給付金：286千円　⑪進学準備給付金：1,200千円
償還金利子及び割引料：1千円
①国庫支出金精算金：1千円

   2,073,573    2,252,372

拡充

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.00          0.00

         0.00          0.00

無 無

           0            0

    27,084.0

     6,217.0

         0.0

    30,094.0

     6,738.0

         0.0

    29,050.0

     7,193.0

         0.0

    28,800.0

     7,260.0

         0.0

    32,408.0

     8,114.0

         0.0

    31,572.0

     9,198.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

医療券発行枚数

介護券発行枚数

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

人口増加に伴う自然増及び低所得者層の高齢化により今後も被保護世帯の増加が見込まれる。

活動指標

活動指標

枚

枚

   1,547,098    1,625,114    1,582,324            0

      39,041       24,261       24,570            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

     487,434      602,997      520,632            0

   2,073,573    2,252,372    2,127,526            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


